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二
〇
二
二
年
二
月
の
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に
よ
り
、
Ｇ
７

な
ど
が
ロ
シ
ア
に
対
す
る
経
済
制
裁
を
大
幅
に
強
化
し
た
。
な
か
で

も
影
響
が
大
き
い
と
み
ら
れ
て
い
る
の
が
、
ロ
シ
ア
中
央
銀
行
の
保

有
す
る
外
貨
準
備
の
凍
結
、
国
際
資
金
決
済
の
た
め
の
デ
ー
タ
通
信

を
支
え
る
「
国
際
銀
行
間
通
信
協
会
（
Ｓ
Ｗ
Ｉ
Ｆ
Ｔ
）」
か
ら
の
ロ

シ
ア
の
一
部
銀
行
の
締
め
出
し
で
あ
る
。
そ
れ
が
ロ
シ
ア
経
済
に
与

え
る
影
響
は
も
と
よ
り
、
国
際
通
貨
と
し
て
の
各
国
通
貨
の
位
置
づ

け
に
与
え
る
影
響
が
注
目
さ
れ
て
い
る
。

　

一
八
年
四
月
、
米
国
財
務
省
が
米
大
統
領
選
へ
の
介
入
や
ウ
ク
ラ

イ
ナ
情
勢
を
理
由
に
ロ
シ
ア
の
政
治
指
導
者
、
寡
占
資
本
家
・
同

関
係
企
業
な
ど
に
資
産
凍
結
・
取
引
禁
止
措
置
を
打
ち
出
し
た
こ

と
を
契
機
に
、
ロ
シ
ア
は
外
貨
準
備
の
構
成
を
大
き
く
変
え
、
米

ド
ル
の
割
合
を
大
幅
に
落
と
す
一
方
、
金
、
ユ
ー
ロ
、
人
民
元
の

割
合
を
大
き
く
引
き
上
げ
た
（
二
一
年
六
月
末
現
在
、
米
ド
ル
は

一
六
・
四
％
、
金
は
二
一
・
七
％
、
ユ
ー
ロ
は
三
二
・
三
％
、
人
民
元

は
一
三
・
一
％
）。
ま
た
、
今
般
の
Ｇ
７
な
ど
の
制
裁
を
受
け
て
、
ロ

シ
ア
は
制
裁
を
受
け
て
い
な
い
中
国
の
人
民
元
の
保
有
割
合
を
一
段

と
増
や
す
の
で
は
な
い
か
と
目
さ
れ
て
い
る
（
な
お
、
二
一
年
末
現

在
、
ロ
シ
ア
の
外
貨
準
備
高
は
世
界
第
七
位
の
四
六
八
一
億
ド
ル
）。

人
民
元
は
国
際
通
貨
と
な
る
の
か

　

世
界
の
外
貨
準
備
に
占
め
る
人
民
元
の
割
合
は
確
か
に
高
ま
り
つ

つ
あ
る
。
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
に
よ
る
と
、
人
民
元
の
割
合

は
二
〇
一
六
年
一
二
月
末
の
一
・
一
％
か
ら
二
一
年
九
月
末
に
は
過

去
最
高
の
二
・
七
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
参
照
）。
し
か
し
、
米
ド
ル

の
五
九
・
二
％
、
ユ
ー
ロ
の
二
〇
・
五
％
に
は
遠
く
及
ば
ず
、
日
本
円
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の
五
・
八
％
、
英
ポ
ン
ド
四
・
八
％
に
次
ぐ
第
五
位
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
の
が
現
状
で
あ
る
。

　

外
国
為
替
市
場
に
お
け
る
人
民
元
の
取
引
高
シ
ェ
ア
も
、
一
三
年

四
月
の
二
％
か
ら
一
九
年
四
月
に
は
四
％
に
増
え
て
い
る
が
、
米
ド

ル
の
八
八
％
、
ユ
ー
ロ
の
三
二
％
、
日
本
円
の
一
七
％
、
英
ポ
ン
ド

の
一
三
％
に
は
及
ば
な
い
（
全
通
貨
合
計
で
二
〇
〇
％
、
国
際
決
済

銀
行
〔
Ｂ
Ｉ
Ｓ
〕
統
計
）。
Ｓ
Ｗ
Ｉ
Ｆ
Ｔ
の
決
済
通
貨
に
占
め
る
人

民
元
の
シ
ェ
ア
も
二
二
年
一
月
に
過
去
最
高
の
三
・
二
％
を
記
録
し

た
が
、米
ド
ル
の
三
九
・
九
％
、ユ
ー
ロ
の
三
六
・
六
％
と
比
べ
る
と
、

差
は
大
き
い
。

　

今
後
、
欧
米
諸
国
と
の
関
係
が
悪
化
し
て
い
る
国
な
ど
が
外
貨
準

備
と
し
て
の
人
民
元
保
有
や
人
民
元
建
て
取
引
の
増
加
、
中
国
が
設

立
し
た
国
際
銀
行
間
決
済
シ
ス
テ
ム
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
（Cross-Border 

Interbank Paym
ent System

）の
積
極
的
利
用
を
図
る
こ
と
で
、

人
民
元
の
国
際
化
が
後
押
し
さ
れ
る
可
能
性
は
あ
る
。
た
だ
し
、
人

民
元
が
米
ド
ル
や
ユ
ー
ロ
な
ど
に
比
肩
す
る
国
際
通
貨
に
な
る
に

は
、
中
国
経
済
の
持
続
的
成
長
に
加
え
、
資
本
取
引
の
さ
ら
な
る
自

由
化
、
金
利
・
為
替
の
自
由
化
推
進
、
人
民
元
建
て
商
品
取
引
市
場

の
拡
充
、
中
央
銀
行
の
独
立
性
や
法
の
支
配
の
確
立
に
向
け
た
ガ
バ

ナ
ン
ス
の
整
備
な
ど
多
面
的
な
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
。
人
民
元

の
国
際
化
は
今
後
も
漸
進
的
な
も
の
と
な
る
だ
ろ
う
。
●

図 世界の外貨準備高に占める主要通貨別シェアの変化

（年／月末）

（%）

（注）外貨準備の通貨種構成を IMFに報告している国・地域の外貨準備高合計を100％とした場合の割合。
（出所）IMF, Currency Composition of Official Foreign Exchange Reservesより作成。
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